
大学図書館における情報専門職の知識・技術の体系：LIPER大学図書館調査から
筑波大学大学院図書館情報メディア研究科　永田治樹

１．はじめに
18歳人口の急激な減少、政府の教育研究経費の削減、国立大学の法人化など、近年の大学をめぐる状況は大きく変わりつつある。加えて、教育のユニーバーサル化や研究の高度化への対応など、大学が取り組まなければならない課題は増大するばかりだ。現代の大学図書館は、こうした高等教育機関を情報資源の確保や提供の面から支えるとともに、情報の急激なディジタル化への対応といった図書館自体の新たな任務を遂行しなくてはならない。そのために、このところ大学図書館を適切に運営できる図書館員（情報専門職）の役割を再定義し、要員を確保するための試みが出現している。

たとえば国立大学図書館協会では、「人材委員会」が2004年度から設置され、職員の採用、養成、能力開発、処遇等のあり方が検討されている。また、日本図書館情報学会では2003年度から3か年間の「情報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研究(LIPER：Library and Information Professions and Education Renewal)」プロジェクトが設定され、その一つとして大学図書館における情報専門職についての研究調査が行われている。さらに日本医学図書館協会では、「ヘルスサイエンス情報専門員」の資格認定制度が整備され、昨年度以来認定が始まっている。それぞれ大学図書館（協会）、学会、職能団体の取り組みである。
さて本論では、このうちでLIPERプロジェクト大学図書館実態調査班（構成員：戸田愼一、逸村裕、小山憲司、齋藤泰則、鈴木正紀、高橋昇と筆者）が行った調査からいくつかの知見を紹介して、大学図書館における情報専門職の知識・技術の体系について述べておこう。
LIPER大学図書館調査では二つのタイプの調査が行われた。一つは、2003～2004年度に実施された訪問調査（8大学、23回のフォーカス・グループ・インタビュー（以下、「FGI」））であり、もう一つは、2004年度に実施された質問紙調査である。
FGIとは、数人から10人程度のグループを単位に行うインタビューで、インタビュー参加者の間のグループ・ダイナミックスを活用して情報を効果的に収集しようとする調査である。問題探索・整理のために第1年次からこれが実施され、さらに質問紙調査後にも仮説を検証する典型的な事例の収集のために続けられた。
一方質問紙調査は、全大学図書館に向けた郵送調査である。1989年に東京大学教育学部が実施した先行調査を継承するが、FGI調査の結果を踏まえて質問項目は増強され、また調査対象を管理職だけに限定せず、館長や職員を含むという点で調査のスコープが拡大されている。
2．FGIによるいくつかの知見
FGIは、館長(および、副館長、運営委員会委員等)グループ、管理職 (事務部長･課長)グループ、中堅職員グループ、若手職員グループの4グループで行われた（小規模館などではグループを合併）。論議の糸口には、この問題を人的資源経営の観点から議論してもらうように、職員の採用・配置、職務内容、派遣職員の業務と外部委託、現職教育･研修、必要と考えられる専門的･基盤的知識技能、コンピュータ･センターなどの他類型の情報専門職との関係、といった話題（質問）が提示された。それぞれ1時間から1時間半のFGIが行われ、その記録（トランスクリプト）が作成された。図１は、トランスクリプトに採録された重要語句（概念）の関連を示すスケッチである。
左端には、専門性の深度に沿って、図書館員に必要だと述べられた4種類の能力（一般的能力・教養；情報技術；主題／コンテンツ知識；図書館・情報の知識・技術）が列挙されている。このうち、一般的能力・教養、とくに企画力やコミュニケーション能力の必要性がしばしば強調された。求められるこれらの能力の向上には研修機会が設定されている。機会としては職務と絡んだオン・ザ・ジョブ･トレーニングがもっとも一般的である。また、仕事を離れての研修もある。こうした研修機会は一般に、体系づけられていないという共通の認識があった。
水平方向の、組織運営（職務）とディベロップメント（研修）機会には、人事異動がきわめて大きな影響を及ぼしている（同様に人員削減やアウトソーシングの影響）。「司書資格」は明確に位置づけられてはいないし、専門的なスキルアップによって職位が充当されるわけでもない。図書館員としてのキャリアパスは中途で途切れており、図書館員としての｢アイデンティティ｣は必ずしも明確ではない。
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図１　専門性と職務等との枠組み（仮説）
3．質問紙調査からの知見（大学図書館員に必要な知識・技術）

質問紙調査も、対象の687の図書館ごと、FGIと同じグループ単位でそれぞれに属する者1名、都合4名に回答を依頼した。回収率は、大学図書館ベースでは63.9%で、各回答グループ・ベースでは館長が55.6%、管理職57.4%、中堅職員58.8%、若手職員55.8％であった。
いくつかの質問の中で、ここで紹介するのは大学図書館員に必要な知識・技術についてである。52の具体的な知識・技術の各項目（表の右側の丸括弧の中に示す）に対して、館長・管理者のグループの回答者には「3.すべての大学図書館員に必要である、2.一部の大学図書館員に必要である、1.必要はない」という選択肢を提示し、また中堅・若手職員グループの回答者には「4.ぜひとも必要である、3.どちらかといえば必要である、2.あまり必要ではない、1.必要ではない」という選択肢を提示し、回答を求めている。
「すべての大学図書館員に必要である」や「ぜひとも必要度である」という回答が多かった項目は、たとえば「情報検索技術」などのサービスに関わるものであった。また、電子ジャーナルのような情報技術によって高度化された資料なども同じように高く評定された。一方、経営理論・手法や情報技術（プログラミング）に関する知識・技術の「必要度」（必要範囲を含む）は相対的に低い。
しかし、52のすべての項目を同一次元で比較するのでは、必ずしも正当な評価は期待できないだろう。というのもFGIで強調された企画力やプレゼンテーション能力の「必要度」がぬきんでているわけではないし、職員が専門的な職能に長けていても、望ましい図書館運営が行えるとは限らない。そこで、適切な評価の枠組みを設定するために、52の項目を三つの知識ベースの領域にわけ
、その領域の中で共通する項目のかたまりを比較評価することとした。共通する知識・技術項目は因子分析で探索したものである。その結果が、表「大学図書館員に必要な知識・技術の体系」に示した太字の項目である。
表　大学図書館員に必要な知識・技術の体系
	中核となる知識･技術領域
	①既存サービス（二次資料・参考図書、資料目録法・オンライン目録システム、参考調査サービス、情報検索技術、図書館･文献利用教育、閲覧･貸出サービス）

②図書と図書館（古典籍、資料保存、メディアの歴史、障害者サービス、図書館建築、図書館史、書誌学）
③新しいサービス（ネットワーク情報資源、逐次刊行物、電子ジャーナル、官庁刊行物・特許資料、その他の非図書資料および利用機器、ドキュメントデリバリーサービス、図書館業務システムの運用、管理）

④資料組織化（メタデータ、分類法・件名法、索引法、抄録法、二次資料/DB作成）

⑤コレクション形成（分野別専門資料、資料選択、コレクション構築と評価、主題専門知識）

	実現環境の知識・技術領域
	①図書館の基準やネットワーク（知的財産権・著作権、図書館ネットワーク・図書館協力、利用者のプライバシー、図書館関係法規・基準）

②情報・出版流通（知的自由・検閲、外国大学図書館事情、出版流通/学術情報流通、高等教育事情）

	汎用的・移転可能な知識・技術領域
	①コミュニケーション（カスタマケア、広報活動、ウェブコンテンツの構築・管理、プレゼンテーション技術、文書・企画書の作成、会話･接遇、研究調査法、利用教育などにおける教授法）

②情報技術（データベース等の運用・管理、ネットワークの運用・管理、プログラミング）

③経営管理（経営理論・手法、大学行財政、予算管理・会計）

④外国語（英語、英語以外）


中核となる知識・技術領域で、各共通項目の必要度と必要範囲をスコア化したものをグラフ表現したのが図２である（目盛はリッカートスケールを数値化して項目数の違いを均等化したもので、中堅・若手スケールは相対的に必要度の高さを、館長・管理職は必要とする範囲の広さを表す）。この結果から、既存のサービスや資料組織化に関する知識・技術が相対的に高い値を示し、新しいサービスの知識・技術がそれに続く。ただし、これは全体の平均であり、たとえば全般的に情報サービスへの転換が進展している国立大学に限れば、新しいサービスが資料組織化より上位に移る）。また、コレクション形成に関する評価に関しては、最下位ではないが低い。これが低い傾向にあるのは、日本の大学図書館ではこの部分の多くを図書館（員）が担っていないという問題が反映しているのかもしれない。また伝統的な図書および図書館に関する知識・技術は低い。
館長・管理職は尺度が違うから、スコアの高低では比較はできないが、順位でみると、コレクション（他の領域では、外国語と経営管理）での職員層との違いが顕著である。職員層は、現場がサービスに関連する主題専門知識について図2のように反応しているし、FGIでも職員層からの言及があった。これもサービス展開に関連していると考えると理解しやすい。（ほかの二つの領域は紙数の関係で省略）
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図2　中核となる知識・技術領域の必要度・必要範囲スコア*
４．おわりに
このように図書館員に必要な知識・技術を、それぞれのレベルにおいて共通のかたまりをつくり、その「必要度」を把握してみた。LIPERはなお作業途上にあって、LIPERの知見はこれを含めて後日詳しく公表されよう。したがって、本論で全体を判断していただきたくはない。しかし、ここではなんらかのまとめが必要であろう。そこで、わが国の大学図書館員にとって必要な知識・技術の体系について、いくぶん個人的見解も交えて、いくつかの点を提示しておこう。
現在、大学図書館における情報専門職に必要とされる知識・技術は、

1） サービスに関わる知識・技術の「必要度」が高い。
2） サービスの様態は、急速に電子的なものへと変化している。したがって、電子的なサービスを展開するための知識・技術が必要となっている（情報技術そのものではない）。
3） サービスに必要な知識・技術に関しては、現場の職員は敏感に反応している。主題知識に対する指向性はそうした点の表れであろう。

4） 中核的な知識・技術のほか、汎用的・移転可能な知識・技術も重要だと強く認識されている。とくに、企画力やコミュニケーション力である。

5） 上記の３）のように、管理者の判断と職員との判断とがずれている点がいくつかみられた。また、中堅と若手職員にも若干の認識の差がみられる。
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注：図書館雑誌．Vol.99, No.11, p.774-776(2005)　掲載
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�三つの領域の枠組みは、英国図書館情報協会（CILIP）の「専門職知識の体系」（BPK：Body of Professional Knowledge）による。CILIP のBPKは、情報専門職を特徴づける知識ベースを、中核的な知識・技術だけでなくそれらと一体となって機能する知識･技術を含みこんで、同心円の三層で示している� HYPERLINK "http://www.cilip.org.uk/qualificationschartership/bpk/bpkword.htm" ��http://www.cilip.org.uk/qualificationschartership/bpk/bpkword.htm�
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